予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名　新　農地集積・集約化推進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農村振興課　農地利用調整係　電話番号：058-272-1111（内 2662）

　　　　　　　E-mail： c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　      7,823 千円（前年度予算額：　0円
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	7.823
	1,319
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,504

	決定額
	2,939
	1,319
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,620


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　平成28年4月1日の「農業委員会等に関する法律」の改正により、担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止解消といった農地利用の最適化が農業委員会の法定業務に位置付けられ、現場活動を行う農地利用最適化推進委員が新たに設置された。同時に、（一社）岐阜県農業会議が農業委員会相互の連絡調整等を行う都道府県農業委員会ネットワーク機構に指定された。
　　　改正法の下、各農業委員会には、農地利用の最適化のための積極的な現場活動が期待されているが、その他法令業務に時間を要すること、必要な知識や経験が蓄積されていないことから、各農業委員会の事務の効率化及び委員の能力向上が急務である。

　　　これに対して、県下の農地利用の最適化を促進するため、委員の資質向上と農業委員会の業務の効率化を図る（一社）岐阜県農業会議の活動を支援する。
（２）事業内容
　　　①農業委員・農地利用最適化推進委員の能力向上支援
　　　　「農地利用最適化重点支援地区」を設置し、実施地区において農地集積に携わる農業委員・農地利用最適化推進委等に対して、地域での話し合いを進めるための話し方・課題の提案・意見の集約に係る研修を行う。

　　　②農地情報把握事務の効率化
　　　　農地の利用状況調査に専用のシステムを搭載したタブレット端末を導入し、農地情報を早期に把握し、関係者間で共有することで、現地での農地利用の最適化のための業務時間をより多く確保することができるよう支援する。

　　　③農地情報の管理・地図化システムの運用支援
　　　　農地情報の管理・運用に用いる台帳システム・地図システム等の運用支援として、研修会の実施や、システム利用にあたっての面談サポート業務を委託することで、県下農業委員会の速やかな体制移行を図る。
　　　④農業委員会等活動強化対策事業
　　　　農地利用の最適化に向けた活動事例について収集し、事例集として取りまとめを行い、農地利用の最適化に向けた模範的事例を県下農業委員会で随時共有可能なものとする。

　　　　農業委員会のサポート機能の強化として、（一社）岐阜県農業会議内に農地相談員を設置し、個別の事例にあった細やかなサポートを行う。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　国より交付される機構集積支援事業費補助金を（一社）岐阜県農業会議に交付するとともに、県農政施策上必要と思われる部分について必要な範囲で補助金を交付するものである。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	7,823
	業務委託費、備品購入費、会場使用料　　等

	
	
	

	合計
	
	


	　決定額の考え方　

要求内容を精査し、所要額を計上します。


４　参考事項

（１）事業主体及びその妥当性
　　　農業委員会法や国の要綱に規定されている。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	農地集積・集約化推進事業費補助金

	補助事業者（団体）
	一般社団法人　岐阜県農業会議

	補助事業の概要
	（目的）農業委員会ネットワーク機構に指定された
一般社団法人岐阜県農業会議が行う農地利用最適化のための業務を支援する。
（内容）農業委員会ネットワーク機構に指定された

（一社）岐阜県農業会議の事業に対する補助

金

	補助率等
	定額・定率・その他（例：事業費相当額）
（事業費相当額）

	補助効果
	農業委員会が行う農地利用の最適化活動の効率的かつ効果的な支援の実施により、県下の農地利用の最適化の実現を見込むことができる。

	終期の設定
	平成３５年度

（理由）国の政策目標上、平成35年度までに担い手への農地集積面積が全農地の80%となることが掲げられている。


（事業目標）

	農地の利用状況調査といった農業委員会の業務を効率化し、農業委員・農地利用最適化推進委員が担い手への農地集積・遊休農地の解消といった農地利用の最適化業務に尽力できるような環境整備を行い、農地利用の最適化を実現する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H30年度末)
	目標

(H31年度末)
	目標

(終期)

	担い手への農地集積面積(ha)
	
	27,996
	45,032


	
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	H31年度

（要求）

	補助金交付実績
	
	
	
	
	7,823

	指標目標
	
	
	
	
	27,996

	指標実績
	17,924
	18,538
	19,478
	
	

	指標達成率
	
	
	
	
	


（前年度の成果）

	農地集積は進んだものの、平成29年度末において県下の農地集積率は約３４％に留まっている。


（今後の課題）

	初年度の事業成果を踏まえて、検討する。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	農業委員会等に関する法律第6条2項に定める、農業委員会が行う農地等の利用の最適化の推進業務の実施に寄与している。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	事業実施後の、担い手への農地集積率やモデル地区での集積状況から成果を判断する。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	他県と比べても少数の事務員で実施していることから効率化が図られている。


（事業の見直し検討）

	事業成果を踏まえて、検討する。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）継続して県下の農地の集積を図るため、引き続き（一社）岐阜県農業会議の活動を支援していく。


